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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

消費課税 インボイス制度 返還インボイスの交付義務の見直し

1 ．改正の概要

（1）主旨・目的

（2）内容

2 ．適用時期

3 ．実務上の留意点

インボイス制度において売手から買手へ交付されたインボイスにつき、値引き等が行われた場合、返還インボイス

（適格返還請求書）を別途交付する必要があるが、例えば売掛金の回収にあたり、買手が支払う振込手数料を売手

負担とする場合にも、「値引き」として返還インボイスの交付義務が生ずることになり、実務上の煩雑さに対する懸

念があった。そこで、一定金額以下の値引き等について返還インボイスの交付を不要とする。

売上げに係る対価の返還等*に係る税込価額が1万円未満である場合には、返還インボイス（適格返還請求書）の交

付義務を免除する。
* 返品・値引き・割戻しによる、課税資産の譲渡等の税込価額の全部若しくは一部の返還又は売掛金その他の債権の額の全部若しくは一部の減額をいう。

2023年（令和5年）10月1日以後の課税資産の譲渡等につき行う売上げに係る対価の返還等について適用。

実務上、振込手数料を売手負担とする場合、売手側で売上値引とする処理と支払手数料（課税仕入れ）とする処理の

2つの方法があるが、今年度の改正により売上値引として処理することで、事務負担は軽減される。

改正前：金額の多寡に関わらず、返還インボイスの交付義務あり

改正後：税込価額1万円未満であれば、返還インボイスの交付義務なし
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振込手数料を売手負担とし、売上値引として処理する場合


